
公的資金補償金免除繰上償還に係る財政健全化計画

Ⅰ　基本的事項

１　団体の概要

団体名

２　財政指標等

標準財政規模（百万円）

地方債現在高（百万円）

積立金現在高（百万円）

３　合併市町村等における合併市町村基本計画等の要旨

４　財政健全化計画の基本方針等

　注　計画期間については、原則として平成19年度から23年度までの５か年とすること。

　　　ものに限る。）をいう。

　　３　□にレを付けた上で要旨を記載すること。また、要旨については、別様としても差し支えないこと。

　　を記載すること。）。

　注１　「新法による合併市町村、合併予定市町村」とは、市町村の合併の特例等に関する法律（平成16年法律

　　　第59号）第２条第２項に規定する合併市町村及び同条第１項に規定する市町村の合併をしようとする市町

　　　村で地方自治法（昭和22年法律第67号）第７条第７項の規定による告示のあったものをいう。

　□　新法による合併市町村、合併予定市町村の合併市町村基本計画の要旨
　■　旧法による合併市町村の市町村建設計画の要旨
　□　該当なし

　　の構成団体の各数値を加重平均したものを用いるものとする（ただし、旧資金運用部資金及び旧簡易生命保険

　　資金について対象としない財政力指数１．０以上の団体の区分については構成団体の中で最も低い財政力指数

別添１

確定直後の議会の委員会で説明した後、松山市ＨＰにて公表

松山市

96,570

364,438

　　２　「旧法による合併市町村」とは、市町村の合併の特例に関する法律（昭和40年法律第６号）第２条第２

　　　項に規定する合併市町村（平成７年４月１日以後に同条第１項に規定する市町村の合併により設置された

うち公営企業債現在高(百万円)

0.7（H18)

85.1（H18)

10.0（H18)

　注　平成17年度（又は平成18年度）の地方財政状況調査及び公営企業決算状況調査の報告数値を記入すること。

財政力指数

実質公債費比率　(％)

経常収支比率　　(％) うち普通会計債現在高(百万円)

514,937国調人口(H17.10. 1現在)

職員数(H19. 4. 1現在)

注１　団体が一部事務組合等（一部事務組合、広域連合及び企業団をいう。以下同じ。）の場合は、「団体名」

　　欄に一部事務組合等の名称を記載し、「構成団体名」欄にその構成団体名を列記すること。

　２　「職員数」欄は、普通会計の全職員数を記載すること。

3,040
構成団体名

185,004

2.9（H18)

基 本 方 針

〔合併期日：平成１７年１月１日〕
　松山市・北条市・中島町合併建設計画は、中四国における地方中枢拠点都市としての発展
と、市民サービスの一層の向上を図るため、新市建設の基本方針として「調和」「交流」「創
造」の３つの基本テーマを掲げ、新市の一体的なまちづくりを推進していきます。また、計画
の積極的な推進により合併効果を最大限に発揮し、「第５次松山総合計画」の将来像「憧れ
誇り　日本一のまち松山」の実現を目指します。

内　　　容

　本市の財政状況は、これまでの自助努力により健全な財政運営を堅
持してきたが、三位一体の改革に伴う財源の縮減や増え続ける社会保
障関係経費等の要因により、厳しい状況になってきている。特に経常
収支比率については、類似団体の中では良いものの、本市が掲げてい
る８０％以内の目標を大きく上回っている。今後は「市税改革プログ
ラム」や「集中改革プラン」等により更なる歳入確保・歳出抑制に努
める。

松山市財政健全化計画

実質収支比率　　(％) 179,434

39,772

平成１９年度～平成２３年度（５ヵ年）

松山市集中改革プラン（平成１７年度～２１年度）
新行政改革大綱第三次実施計画（平成１９年度～２１年度）

区　　分

計 画 名

計 画 期 間

既 存 計 画 と の 関 係

公 表 の 方 法 等

　　　なお、一部事務組合等に係る財政力指数、実質公債費比率、経常収支比率については、当該一部事務組合等

フォローアップ用 



Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

98,800

6,492

37,801

学校教育施設等整備事業

公営住宅建設事業

70,511

36,775

(単位：百万円)

合　　計区　　　分

68公営企業金融公庫資金 68

2,252旧簡易生命保険資金

繰上償還希望額

442

41 3 44

2,029 223繰上償還希望額

旧 資 金 運 用 部 資 金
398 44繰上償還希望額

年利５％以上６％未満 年利６％以上７％未満 年利７％以上

2,590,898

599,754

合　　計

(単位：千円)

116,750

173,376

50,118

116,750

小　　　計　　　　 (B)

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 61,550 55,200

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 339,467 2,028,854 222,577

小　　　計　　　　 (B)

　　　　　　　　合　　　計　　 (A)+(B) 398,057 44,293

年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高)

合　　計

調整債

臨時財政特例債

小　　　計　　　　 (A)

事業債名

普
通
会
計
債

社会福祉施設整備事業

小　　　計　　　　 (B)

一般公共事業

一般単独（一般事業）

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成20年度末残高）

年利７％以上
（平成19年度末残高）

157,404

84,479

45,115

38,551

32,304

98,808

398,057 44,293

134,597

45,115

38,551

32,304

98,808

599,754

77,003

(単位：千円)

年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）

年利６％以上７％未満
（平成21年度末残高）

年利７％以上
(平成20年度9月期残高) 合　　計

277,058 1,980,333 173,433 2,430,824

10,942 48,521 49,144 108,607

51,467 51,467

339,467 2,028,854 222,577 2,590,898

61,550 55,200

61,550 55,200 116,750

事業債名

小　　　計　　　　 (A)

一
般
会
計

出
資
債
等

普
通
会
計
債

学校教育施設等整備事業

公営住宅建設事業

一般単独（一般事業）

小　　　計　　　　 (A)

事業債名

公営住宅建設事業
普
通
会
計
債

一
般
会
計

出
資
債
等

一
般
会
計

出
資
債
等



Ⅱ　財政状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ① 定員管理の適正合理化

課 題 ② 給与水準の適正化

課 題 ③ 公債費の抑制

課 題 ④ 歳入の増収及び確保

課 題 ⑤ 財政構造の弾力性の改善

留 意 事 項

　　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

　　　の課題及びその具体的施策について、優先度の高いものから順に記載する。また、財政運営課題と

　　　認識する理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　　３　「留意事項」欄は、「財政運営課題」で取り上げた項目の他に、財政運営に当たって補足すべき

　　　事項を記載すること。

　注１　「財務上の特徴」欄は、人口や産業構造、財政構造や地域特性等を踏まえて記載すること。また、

　　　財政指標等について、経年推移や類似団体との水準比較などをし、各自工夫の上説明すること。

　　２　「財政運営課題」欄は、税収入の確保、給与水準・定員管理の適正合理化、公債負担の健全化、

　　　公営企業繰出金の適正運用、地方公社・第三セクターの適正な運営等、団体が認識する財政運営上

財 政 運 営 課 題

内　　　　容

　松山市は平成17年1月1日に合併を行い、17年国勢調査において人口
514,937人と増加したが、三位一体の改革に伴う財源の縮減や増え続け
る社会保障関係経費等により、健全な財政運営を堅持できなくなってき
た。特に、本市が策定している「健全な財政運営のガイドライン（経常
収支比率80.0％以内、起債制限比率12.0％未満、公債費比率16.0％未
満）」のうち、平成16年度より経常収支比率が80％を越え、平成18年度
決算において85.1％まで悪化している。そこで、「市税改革プログラ
ム」（17年5月策定）による徴収体制・啓発の強化や「集中改革プラ
ン」（18年3月策定）による職員数純減を図っているが、更なる歳入確
保策・歳出削減策を講じる必要がある。

　財政構造の弾力性をみる指標である経常収支比率について、類似団体との比較では良い方で
あるが、本市独自の「健全な財政運営へのガイドライン」の数値目標である８０％以内に向
け、更なる税収確保や経常経費の見直しを図る。

　給与水準については、既に年功的な給与上昇要因を抑制する給与システムを構築するととも
に、職務・職責に応じた適切な給与制度を導入し、概ね国との均衡が図られているが、今後は
地域の民間給与が直接反映される県との均衡も重視し、適正な給与水準を維持する必要があ
る。

　定員管理の適正化を行政改革推進上の最重要課題として取組んできたことから、類似団体の
中でも適正化が進んでいると考えるが、今後は集中改革プランに基づき、市民サービス水準の
確保に細心の配慮を行いつつ、適切かつ有効な手法を選択しながら、更なる職員数純減を図る
必要がある。

　類似団体の中でも低い財政力指数を高めるため、産業振興を図ることは勿論のこと、市税改
革プログラムによる徴収率の向上、分担金及び負担金また使用料及び手数料の見直し、広告料
収入の確保、遊休財産の処分・活用などを行い自主財源の増収・確保を図る。

　公債費関係の指標は類似団体の中では比較的良い方ではあるが、景気回復による税収増が大
都市圏ほどは見込めない中、扶助費等の民生費の支出が、今後も増加していくことを考える
と、起債額の抑制、低金利での借入、繰上げ償還などを行い公債費の抑制を図る必要がある。



Ⅲ　今後の財政状況の見通し
（単位：百万円）

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決  算） （決  算） （決  算） （決  算） （決  算） （決  算）

68,346 69,037 69,718 70,409 71,111
67,981 67,853 65,652 65,580 66,556
8,771 8,796 8,821 8,845 8,869
8,440 7,597 7,131 6,921 6,723

663 663 663 238 238
474 857 770 747 625

22,152 22,255 22,456 22,656 22,856
22,040 23,482 24,559 26,767 27,601
99,932 100,751 101,658 102,148 103,074
98,935 99,789 98,112 100,015 101,505

841 842 843 843 843
886 899 901 936 956

3,484 3,501 3,502 3,502 3,502
3,480 3,505 3,514 3,480 3,442

25,299 25,578 27,386 27,474 29,797
22,627 31,853 28,037 36,056 37,598
3,589 3,368 4,676 4,234 6,007
2,842 2,297 2,963 7,263 6,608
4,893 4,893 4,893 4,893 4,893
6,611 6,571 7,606 8,933 10,526

709 697 685 673 686
611 561 803 1,146 2,249
201 310 370 430 430

1,412 481 420 488 430
26 26 26 26 26
34 40 23 24 73

4,223 4,079 5,147 3,547 5,247
4,295 4,720 5,413 1,973 1,355
5,500 5,500 5,500 5,500 5,500
3,953 3,954 12,053 4,074 4,936
3,136 3,334 3,335 3,334 3,332
5,192 4,091 4,069 4,775 5,049

300
300

11,493 11,496 11,293 12,096 17,765
8,309 7,982 11,067 15,616 16,720

特別区財政調整交付金

159,028 160,310 163,953 163,793 174,409
155,734 163,885 171,215 176,370 182,590
26,078 25,825 25,645 25,421 25,241
26,760 26,627 26,587 26,167 26,399
18,427 18,243 18,115 17,952 17,826
18,773 18,480 17,787 17,349 17,336
18,887 18,887 18,887 18,886 18,887
19,572 18,424 19,498 19,959 20,907
1,682 1,686 1,689 1,692 1,696
1,528 2,140 1,350 1,241 1,185

46,647 46,398 46,221 45,999 45,824
47,860 47,191 47,435 47,367 48,491
33,327 34,327 35,356 36,417 37,510
33,406 35,251 38,435 47,052 50,100
7,328 7,181 7,038 7,038 7,038
7,734 13,240 22,077 12,651 12,721

327 325 324 320 316
397 6,465 5,999 5,724 5,872

19,101 21,528 22,707 22,927 30,470
15,761 15,602 18,980 25,618 26,364
8,259 9,434 11,024 11,927 18,660
5,832 5,387 7,705 15,102 19,110

10,842 12,094 11,683 11,000 11,810
9,929 9,947 10,982 10,040 6,760

0 0 0 0
15 33 16 93

失業対策事業費 0 0 0 0 0

17,711 17,921 19,541 17,989 18,786
18,731 17,848 18,591 17,107 18,319
14,043 14,453 16,186 14,744 15,434
15,135 14,530 15,501 14,278 15,613
2,844 2,244 1,834 1,904 2,864
2,018 4,304 2,820 3,558 2,853
3,888 2,000 2,000 2,000 2,000
2,242 3,334 2,837 2,218 2,378
1,834
1,834

0
0

19,554 19,991 20,438 20,897 21,368
22,206 13,341 14,204 14,623 15,552
5,096 5,440 5,538 5,592 5,662
8,714 294 231 255 357
1,006 1,000 1,000 1,000 1,000

802 321 629 177 233
151,406 152,590 156,135 156,171 166,860
150,775 150,432 166,041 170,387 177,104

上段：計画額
下段：(決算額)

上段：計画額
下段：(決算額)

上段：計画額
下段：(決算額)

上段：計画額
下段：(決算額)

上段：計画額
下段：(決算額)

　【財政指標等】

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度

（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決  算） （決  算） （決  算）

7,622 7,720 7,818 7,622 7,549
4,959 13,453 5,174 5,983 5,487
2,121 2,221 2,317 2,121 2,048
2,082 2,699 1,971 2,296 2,426

97,899 98,795 99,778 100,772 101,776
96,789 101,586 101,893 103,743 105,202

0.7 0.7 0.8 0.8 0.8
0.7 0.7 0.7 0.7 0.7

84.8 86.0 87.1 88.7 90.3
86.1 86.3 88.6 84.7 85.6
10.4 10.6 10.4 10.4 10.8
10.1 9.9 8.9 8.5 8.6

182,522 179,496 174,604 171,956 174,287
178,178 171,691 167,257 168,595 169,703
39,770 38,935 36,622 35,979 34,596
38,795 39,383 38,339 41,198 43,795
16,000 15,600 14,900 15,000 15,000
15,900 15,300 15,000 16,000 16,800
8,630 8,350 7,660 7,240 6,680
7,830 8,250 6,430 7,200 7,750

15,140 14,985 14,062 13,739 12,916
15,065 15,833 16,909 17,998 19,245

10,470 14,142

9,960 10,210 9,730

その他特定目的基金 18,465 13,948 6,931

減債基金 10,586 10,461

財政調整基金 17,384 18,915 14,700 14,600 15,900

189,599 185,004

積立金現在高 46,435 43,324 31,591 35,280 39,772

地方債現在高 182,677 185,762 185,332

実質公債費比率    (％) － － － 10.0 10.0

0.0 0.0

経常収支比率　　　(％) 77.3 77.6 82.9 81.6

財政力指数 0.7 0.7 0.7

85.1

実質赤字比率　　　(％) 0 0 0

96,570

2,627

0.0 0.0

0.7 0.7

0 0 0.0

96,096

実質収支 2,570 2,542 1,841

標準財政規模 99,436 95,209 94,197

2,789

0

うち特別会計への貸付金 0 0

うち公社、三ｾｸへの貸付金 0 0

0 0 0

0 0

貸付金 2,228 2,632 2,250 2,185 2,193

積立金 4,717 4,884 3,456 5,997 4,718

14,026

公債費 16,674 18,106 18,294

14,093 14,979うち元金償還分 11,706 13,497

18,006 18,777

災害復旧事業費 711 118 337 390 67

7,445

20,541 19,180 13,435

5,737 5,703

うち単独事業費 22,830 20,487

うち補助事業費 11,330 5,783

普通建設事業費 34,160 26,270 26,278 24,883 20,880

1,020 491 559うち公営企業(法適)に対するもの 640 1,035

補助費等 7,120 8,613 8,169 7,028 6,999

31,531 32,356

2,005

扶助費 25,230 28,483 30,386

ａ＋ｂ＋ｃ＝　　　　ｄ 49,765 50,689

維持補修費　　　　　ｃ 2,030 1,984

51,001

19,944 18,988

47,909 47,282

1,647

20,200 19,732 19,338 18,990

物件費　　　　　　　ｂ 18,780 19,846 20,355

18,822

1,682

26,283 26,647人件費　　　　　　　ａ 28,955 28,859 28,641

うち職員給

歳 入 合 計 167,613 158,543168,328 168,883 172,905

18,361 10,385地方債 17,540 16,582 13,419

うち公社・三ｾｸからの貸付金返済額

繰越金

うち特別会計からの貸付金返済額

3,274 3,927諸収入 3,472 3,239 6,222

10,236 8,915 8,109 8,035 7,653

1,5263,207繰入金 5,084 8,914 13,957

寄附金 45 53 45 26

財産収入 293 231 250 116 1,038

都道府県支出金 6,807 5,205 4,944

853

28

24,516 23,867 23,690

5,891 5,792

866

2,7392,303 2,051 2,496

699うち普通建設事業に係るもの 2,727 1,242

854

3,602

国庫支出金 20,790 23,469

小計（一般財源計）

3,800 3,911 3,6193,639

100,075 99,99799,349 97,624

23,155

分担金・負担金 845 848 8901,074

2,125

27,871

地方譲与税 9,514 9,890 11,618

2,104

区　　分

（単位：百万円）

繰出金 17,231 19,848

使用料・手数料

234 128

3,797

うち普通建設事業に係るもの

63,486

25,095 26,108

8,642 7,938

96,798

2,062 1,738

27,514

7,672

区　　分

地方税 60,085 62,015

地方特例交付金

地方交付税

61,851 60,313

7,442

2,186

444 901

23,693

うち公営企業(法非適)に対するもの

20,287 19,117

7,363

158,660 153,290

6,950

歳 出 合 計 158,513 159,877 163,992

6,864

その他 678

8,953 5,253形式収支 9,815 9,006 8,913



Ⅳ　行政改革に関する施策

具　体　的　内　容

平成17年1月1日に、松山市・北条市・中島町が合併。
合併に際しては、市民サービス水準の確保に細心の配慮を行いながら、類似事務事業の統合・廃止等を通じ、職員数で言うと100人程
度の合併効果が生じた。また、汽船や病院の民営化など、積極的な民間活用を行った。

　本市はこれまでも、「定員管理の適正化」に取り組み、職員数において中核市の中でも少数体制（H22：中核市40市中9番目）を維持
している。課題①の定員管理の適正合理化を図るため、当初計画（H18：3,084人→H23：2,924人）では160人減の目標を掲げ、計画を
上回り達成（H23実績：2,919人）している。今後も、市民サービスの確保を念頭に置きつつも、業務の簡素化・効率化等により定員管
理の適正化に努め、合併前の旧松山市の水準を目指す。

◇　国家公務員の給与構造改革を
　踏まえた給与構造の見直し、地
　域手当のあり方

課題②の給与水準の適正化を図るため、国に準じた給与構造改革を平成18年4月1日に実施
給料表の再編　平均4.8％引き下げ　号給の4分割　査定昇給を全職階に導入　成績率の導入　55歳以上職員の昇給抑制措置
地域手当は東京事務所職員及び医師に対し、国の制度に準拠して支給

◇　技能労務職員の給与のあり方
課題②の給与水準の適正化を図るため、平成20年5月に公表した取組方針に基づき、技能労務職員に対する特殊勤務手当の見直しを行
うとともに、給料表や諸手当を含む給与全体の水準の適正化に向けた取組みを進める。

◇　退職時特昇等退職手当のあり方
課題②の給与水準の適正化を図るため、
平成17年3月１日に定年及び勧奨退職時特昇を廃止
平成18年4月1日付けで、国に準じて退職手当制度を改正

◇　福利厚生事業のあり方

法定福利については、法律及び県共済組合の指示に従い、事業主としての責務を粛々と果たすとともに、法定外福利における事業主負
担ついても、毎年、事務事業の見直しを行なうなど適正化に努め、負担の削減（例；松山市職員共済会⇒19年度から21年度の3ヵ年で
約9百万円削減【削減率12.8%】）を図ってきたところである。今後も、事務事業の見直し・事務の効率化を図りながら、法の趣旨に
沿った適正な福利厚生の実施を目指す。

「委託契約事務の適正化に関するガイドライン（H18改訂版）」に基づき、競争性のない随意契約のチェックを行い、本ガイドライン
の基準を満たしていない契約に付いて積極的見直しを行う。
また、「予算編成の見直し」の中で、１９年度には対象事業において、経常経費にて▲５％・臨時的経費▲１０％のシーリング（一般
財源ベース）を実施した。今後についても、事務事業の仕分けを行い、廃止対象事業の選別を行なうことで管理経費の縮減を図ってい
く。

事務事業を「公の施設関係」と「その他の事務事業関係」に区分し、事務事業の見直しの中で民間委託等の推進を総合的に検討し、民
間活力の積極的な活用を推進。
【新行政改革大綱第三次実施計画（補正版）における実績（H22-H23）】
指定管理者制度導入施設；97施設（平成22年4月現在）⇒107施設（平成24年4月）
その他民間委託実施…36業務（平成22年4月現在）⇒39業務（平成24年4月）
【成果指標】
   指定管理者制度導入による経費縮減効果額（導入前－H22実績）；約8.7億円
   その他民間委託の推進による経費縮減効果額（開始年度－H23実績）；約35億円

○　物件費の削減

○　指定管理者制度の活用等民間委託の
　推進やＰＦＩの活用

項　　　目

１　合併予定市町村等にあってはその予定
　とこれに伴う行革内容

２　行革推進法を上回る職員数の純減や人
　件費の総額の削減

３　物件費の削減、指定管理者制度の活用
　等民間委託の推進やＰＦＩの活用等

○　地方公務員の職員数の純減の状況

○　給与のあり方



Ⅳ　行政改革に関する施策（つづき）

具　体　的　内　容

　課題④の歳入の増収及び確保を図るため、また課題⑤の財政構造の弾力性の改善を図るため、「市税改革プログラム」（１７年５月
策定）に基づき、自主財源の確保に向け、徴収率の向上や公正・公平な課税など４項目について積極的に取り組み、１７年度の市税徴
収率９１．２％に対し、２３年度には９４．０％に向上した。
さらに、「新行政改革大綱第三次計画」（１９年３月策定）においては、市税のみならず保険料や使用料についても、２２年度当初に
向けた目標値を設定し、徴収率の向上に取り組み、概ね目標値を達成した。
また、未利用財産については、庁内で利活用が出来る物件以外は積極的に貸付または売却を行い、平成１９年度からの５年間において
行った公募貸付１件、売却処分５件により合計５．５億円の収入を得た。

　「松山市集中改革プラン」（１８年３月策定）や「新行政改革大綱第三次実施計画」（１９年３月策定）」に基づき、外郭団体の経
営改善等に取り組むとともに、計画的に市と団体の役割分担の見直し等を行うため、２０年度末に「外郭団体改革推進プラン」を策定
した。
【直近の主な取組内容】
  ①１８年度に、駐車場公社・緑化基金の２団体を廃止
　②２２年度当初までの人件費削減、その他管理経費削減、収益向上等について経営改善目標を設定
　③経営改善の実効性を確保するため、「外郭団体改革推進部会」を設置し、審査・指導を行なう。
　④指定管理者たる外郭団体については、毎四半期終了後に事業報告書の提出を義務化

新行政改革大綱実施計画に掲げる各取組項目の進捗状況については、外部委員のみで構成される「行政改革専門委員会」へ報告すると
ともに、広報紙やホームページ等を通じて広く市民に対しても公表しているところである。

◇　給与及び定員管理の状況の公表
総務省の地方公共団体給与情報等公表システムにおいて、各項目を公表している。また、これとは別に人事行政の運営等の状況の公表
に関する条例に基づき、年に１回広報紙及びホームページで公表している。

◇　財政情報の開示 年に２回、７月と１０月に広報紙やホームページにおいて公表しているところである。

平成１９年度決算より、「総務省方式改定モデル」で財務諸表を作成し、平成２０年度から毎年１０月に公表を行なっている。

　平成１２年度から目的や結果を重視した評価をすべての事務事業に対して行なう「事務事業評価制度」を導入し、１５年度からは、
総合計画に基づく的確な市政運営を行なうために、決算に重点を置いた事務事業検証を行い、それを踏まえた評価の抽出や事業の見直
しを予算要求へと結びつける「事務事業サイクル」を構築した。
　さらに、１８年度からは、事務事業の仕分けとして、人件費も含めた基準に従い事務事業を廃止（縮小）対象とするものと重点化す
るものに仕分けを行い、見直しを実施している。
　今後は、これまでの手法を踏まえて改善に努め、より効率的・効果的な事務事業評価に取り組む。

課題③の公債費の抑制を図るため、起債事業の徹底した見直しや銀行等引受資金の入札による借入また借換による平準化を図ってい
る。

　注１　上記区分に応じ、「Ⅱ　財政状況の分析」の「財政運営課題」に揚げた各課題に対応する施策を具体的に記入すること。その際、どの課題に対応する施策か明らかとなるよう、Ⅱ

　　　に付した課題番号を引用しつつ、記入すること。

　　２　必要に応じて行を追加して記入すること。

○　行政評価の導入

６　行政改革や財政状況に関する情報公開
　の推進と行政評価の導入

○　行政改革や財政状況に関する情報公開

○　公会計の整備

項　　　目

８　公債費の抑制

７　その他

４　地方税の徴収率の向上、売却可能資産
　の処分等による歳入の確保

５　地方公社の改革や地方独立行政法人へ
　の移行の促進



Ⅴ　繰上償還に伴う行政改革推進効果
１　主な課題と取組及び目標

　注　必要に応じて行を追加して記入すること。

２　年度別目標

平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
（計画前５年度） （計画前４年度） （計画前３年度） （計画前々年度） （計画前年度） （計画初年度） （計画第２年度） （計画第３年度） （計画第４年度） （計画第５年度）

（決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決　算） （決  算） （決  算） （決  算） （決  算）
3,040 3,005 2,980 2,949 2,924
3,040 3,010 2,980 2,959 2,919

44 35 25 31 25 160
44 30 30 21 40 165

1,979 1,967 1,961 1,953 1,948
1,979 1,962 1,978 1,999 1,981

15 12 6 8 5 46
15 17 △ 16 △ 21 18 13
45 45 45 45 45
45 45 47 47 51

△ 2 0 0 0 0 △ 2
△ 2 0 △ 2 0 △ 4 △ 8

450 450 455 462 464
450 456 459 456 458

△ 5 0 △ 5 △ 7 △ 2 △ 19
△ 5 △ 6 △ 3 3 △ 2 △ 13
566 543 519 489 467
566 547 496 457 427
36 23 24 30 22 135
36 19 51 39 30 175

10.4 10.6 10.4 10.4 10.8
10.1 9.6 8.9 8.5 8.6

△ 0.4 △ 0.2 0.2 0.0 △ 0.4 △ 0.8
△ 0.1 0.5 0.7 0.4 △ 0.1 1.4

182,522 179,496 174,604 171,956 174,287
178,178 171,691 167,257 168,595 169,703

2,482 3,026 4,892 2,648 △ 2,331 10,717
6,826 6,487 4,434 △ 1,338 △ 1,108 15,301

23,778 23,525 23,345 23,121 22,941
24,028 23,735 23,338 23,498 23,599

317 570 750 974 1,154 3,765
67 360 757 597 496 2,277

20,569 20,572 20,576 20,578 20,583
21,100 20,564 20,849 21,201 22,092

67 64 60 58 53 302
△ 464 72 △ 213 △ 565 △ 1,456 △ 2,626

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
1,085 1,098 1,120 1,089 1,034 815 869 1137 849 754

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
6 △ 13 △ 35 △ 4 51 5 219 165 △ 103 185 280 746
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 2,783 △ 2,692 △ 2,941 △ 2,856 △ 2,959 △ 3,006 △ 3,049 △ 3,349 △ 3,622 △ 3,915
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 232 △ 91 158 73 176 84 47 90 390 663 956 2,146
46,777 47,272 48,318 45,926 44,731 44,347 44,097 43,921 43,699 43,524
45,079 45,678 46,497 44,159 42,806 42,937 42,119 41,975 41,926 42,530
△ 164 △ 495 △ 1,541 851 2,046 697 384 634 810 1,032 1,207 4,067
△ 390 △ 599 △ 1,418 920 2,273 786 △ 131 687 831 880 276 2,543

　注１　歳出削減策のみならず、歳入確保策についても幅広く検討の上、記入すること。 786
上段：計画額
下段：(決算額)

上段：計画額
下段：(決算額)

上段：計画額
下段：(決算額) 2,543

　　２　「課題」欄については、「１　主な課題と取組及び目標」の「課題」欄の番号を記入すること。

　　３　改善額については、原則として、計画期間中(又は計画前５年間)の当該見直し施策実施年度の前年度との比較により算出し、その改善効果がその後の計画期間中(又は計画前５年間)も継続するものとして、 44
　　　各年度の改善額を計上すること。

    ４　計画期間中の改善額の合計については「計画合計」欄に計上し、計画前５年間の改善額の合計については「計画前５年間実績」欄に計上すること。

　　５　「計画前５年間改善額　合計」欄及び「改善額　合計」欄については、人件費(退職手当を除く。)その他改善額を記入することが可能なものの合計を記入すること。

　　６　３による「改善額」が対前年度との比較により算出できない項目、その改善効果が単年度に限られる項目については、当該改善額のみ当該見直し施策の実施年度の「改善額」欄に計上し、計画期間内（又は

　　　計画前５年間）を通じての改善額しか算出できない項目については、当該計画期間内（又は計画前５年間）を通じた改善額を「計画合計」欄（又は「計画前５年間実績」欄）に計上すること。またその場合の

　　　改善額の算出方法について、Ⅳの当該施策に係る「具体的内容」欄に合わせて記入すること。

　　７　「(参考)補償金免除額」欄に記入する「補償金免除額」とは、計画提出前の一定基準日の金利動向に応じて算出された予定額（補償金免除(見込)額）であり、Ⅰの「５　繰上償還希望額」に記入した「旧資

　　　金運用部資金」の「繰上償還希望額」に対応する「補償金免除額」の「合計」欄の額を転記すること。

　　８　必要に応じて行を追加して記入すること。

改善額
合計

参考値
人件費(地方公務員共済組合等負担金)

改善額

174 △ 4,336

21,626 20,636

参考値
普通建設（事業費支弁人件費）

改善額

5,033960 525 9

改善額 △ 1,124 △ 1,020 △ 1,550 △ 816

1
人件費(退職手当を除く) 25,967 25,442

改善額

行政管理経費 20,810 21,830 22,360

増減 △ 5,525 △ 3,085 430 △ 4,267

25,958 24,300

189,599 185,004

1,667

－ 0

24,095

△ 7,852

1,872

0増減 － － －

4,595

地方債現在高 182,677 185,762 185,332

2,027

実質公債費比率 － －

22 8

職員数のうち消防職員数 432

増減数

0

10.0 10.0

0 0

431

666 658 639

1 △ 15

増減数 19 14 23 86

－

446

課　題

4

00 00

440

増減数 0

増減数

職員数のうち警察職員数

（参考）補償金免除額

0 0

職員数のうち技能労務職員数

職員数のうち教育職員数

増減数

増減数

職員数のうち一般行政職員数

課　題 取 組 及 び 目 標

課題①、課題②のため、集中改革プラン以後の２ヵ年についても、引き続き５％の職員数純減に取組むとともに、併せて人件費の総額削減を図る。

課題③のため、当該年度起債借入額の同年度起債元金償還額以内への抑制を行う。

１　職員数の純減や人件費の総額の削減

２　公債費負担の健全化（地方債発行の抑制等）

繰出し先の公営企業会計側における経費の節減・合理化の徹底を図るとともに、下水道事業の法適化による使用料金の適正化を図り、基準外繰出しの抑制を図る。

事務事業の見直し、委託契約事務の見直しにより物件費の削減を図る。

（単位：人、百万円）

３　公営企業会計に対する基準外繰出しの解消

４　その他

3,171 3,162 3,168 3,119 3,084

計画合計
計画前５年度

実　績
項　　目

実　　　　　績 目　　　　　標

職員数

2,012

9 9

△ 8 △ 4

46 42

計画前５年間改善額　合計

0 00

6 △ 5 △ 13

改 善 額　　合　計

625 602

49 35 96

42 43

1,9942,031 2,043

△ 12 31 18 25

0 0

△ 2

△ 6

40

4△ 5 2

0 0

△ 1 △ 2

445

0

0

0 0 0 0


